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 ・  報告書中の表の合計は、端数処理の関係で、総数と内訳の合計とが一致しな

い場合がある。 

・  文中の【指摘】は外部監査の結果に係ることであり、【意見】は外部監査の

結果に添えて提出するものである。 
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包括外部監査の結果報告書 
 

第１ 外部監査の概要 
 
１．外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項、第 2 項及び三重県外部監査契約に基づく監査

に関する条例第 2 条に基づく包括外部監査 
 
２．選定した特定の事件（テーマ） 
（1）外部監査の対象 

教育委員会所轄の公の施設のうち、条例を設けて管理運営している施設及び

その管理を委託されている関連出資団体 
（2）外部監査対象期間 

平成 14 年 4 月 1 日から平成 15 年 3 月 31 日まで 
(但し、必要に応じて過年度に遡り、また平成 15 年度予算額も参考とする。） 

  

３．特定の事件（テーマ）を選定した理由 
三重県は「三重のくにづくり宣言」のなかで謳われた基本理念に基づき、総合

行政で取組む八つの重要な課題の一つに「ゆたかで個性的な文化県づくり」を掲

げている。この課題の実現にむけて、文化・ スポーツを暮らしのなかに根づかせ

る環境づくりをするとしている。従って、文化・ スポーツ施設は県民に身近にあ

り、その管理・ 運営状況に関心も高いと思われる。 
一般的には、このような施設には多額の設備投資を要し、また、事業費に当初

予期しなかった多額の費用を負担し続けることがあることから、文化、スポーツ

に関する公の施設のうち、重要性が高く条例を設けている施設について、その管

理・ 運営状況を検討することの必要性を認めたため、特定の事件として選定した。 
 

４．外部監査の対象とした機関 
文化・ 教育施設（三重県立図書館・ 三重県立博物館・ 斎宮歴史博物館・ 三重県

立美術館・ 三重県総合教育センター・ 三重県立熊野少年自然の家・ 三重県生涯学

習センター・ 三重県立鈴鹿青少年センター・ 三重県営総合競技場・ 三重県営鈴鹿

スポーツガーデン・ 三重県営ライフル射撃場・ 三重県営松阪野球場）及び委託管

理団体（財団法人三重県体育協会・ 財団法人三重県文化振興事業団・ 三重県ライ

フル射撃協会・ 松阪市）の管理・ 運営状況 
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③施設管理の経済性・ 効率性の状況について 
・ 管理業務は経済的、効率的に行われているか。 
・ 民間への業務委託が適切な部分で行われているか。 
 

④財産管理の適正性について 
・ 現物と公有財産台帳、物品管理簿等の台帳は一致しているか。 
・ 資産の新規購入・ 寄付・ 廃却について適切な手続をとっているか。 
・ 現金・ 貯蔵品は適切に管理されているか。 
・ 財産全体について、盗難・ 破損の防止対策が十分か。 
 

（2）実施した主な監査手続 
①各施設に赴き以下の手続を実施した。 
・ 施設の利用状況、危機管理状況、清掃状況等について現場視察を実施した。 
・ 施設内の物品につき、抜き取りで現物照合を実施した。 
・ 金銭・ 貯蔵品等の管理手続につき関係書類・ 管理簿を閲覧のうえ担当者に説

明を受け、管理の実施状況を把握した。 
・ その他、（1）に列挙した監査要点立証のために適宜関係書類の閲覧、担当者

へのヒアリングを実施した。 
 

②各施設に共通して以下の資料を入手し閲覧を実施した。 
・ 条例・ 施行規則 
・ 金銭等を管理する出納簿 
・ 収入・ 支出を管理する管理簿 
・ 金銭の収入・ 支出に関連する一連の書類 
・ 施設管理に係る組織図 
・ 施設全体の見取り図、土地の平面図 
・ 財産目録、物品管理状況一覧表・ 県有物品貸付一覧表（管理委託先） 
・ 施設・ 物品・ 収蔵品等の管理規定 
・ 施設の紹介・ PR を行っているパンフレット、ホームページ等 
・ 特別閲覧許可書、施設等使用許可等の申請資料 
・ 他団体への委託に関連する資料 
 その他、施設別に適宜必要資料を入手し閲覧を実施した。 
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③施設の単位指標当たりのコスト計算を実施した。コスト計算にあたって利用

した主なデータは以下の通りである。 
・ 歳出決算額集計、財源内訳またはそれに代替する決算書等、公有財産台帳、

物品管理一覧表および貸付物品一覧表 
・ 人員データ 
・ 利用者数データ 
 

６．外部監査の実施期間 
 

平成 15 年 7 月 11 日から平成 16 年 1 月 31 日まで 
 

７．外部監査人補助者の資格と人数 
 

公認会計士      6 名 
会 計 士 補      1 名 
弁 護 士   1 名 
 

８．利害関係 
 

包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法 第 252 条の 29 の規定に

より記載すべき利害関係はない。 
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第２ 外部監査対象の概要 
 
１．公の施設の概況 
（1）公の施設の定義 

地方自治法は、第 244 条において「普通地方公共団体は住民の福祉を増進

する目的をもってその利用に供するための施設（これを公の施設という。）を

設けるものとする。」と規定する。 
上記規定から、公の施設の要件は以下のように整理できる。 

①住民の利用に供するための施設であること 
すなわち、住民の利用に供することを目的としない庁舎等は対象外である。 

②当該普通地方公共団体の住民の利用に供するための施設であること 
すなわち、当該地方公共団体の区域内に住所を有する者の利用に全く供し

ないものは対象外である。 
③住民の福祉を増進する目的を持って住民の利用に供するための施設である

こと 
すなわち、収益事業のための施設は対象外である。 

④普通地方公共団体が設ける施設であること 
すなわち、財産的側面というよりも物的側面を中心とした概念である。 

⑤普通地方公共団体が設けるものであること 
すなわち、国その他普通地方公共団体以外の団体が設置するものは、対象

外である。 
（内閣府民間資金等活用事業推進委員会「公の施設と公物管理に関する研

究」参照） 
 

（2）公の施設の設置・ 管理に関する手続 
「普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるもの

を除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定め

なければならない。」（地方自治法 244 条の 2 第 1 項） 
ここで「設置」というのは住民の利用に供する施設の使用を開始することを

いう。また、「法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるもの」とは社会

教育法第 24 条に定める公民館や都市公園法第 18 条に定める都市公園等であ

る。 
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（3）管理運営の委託について（平成 15 年改正以前） 
「普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要

があるときは、条例の定めるところにより、その管理を普通地方公共団体が出

資している法人で政令に定めるもの又は公共団体若しくは公共的団体に委託

することができる。」（地方自治法 244 条の 2 第 3 項） 
「公の施設の設置の目的を効果的に達成する」とは公の施設の管理を委託す

ることにより、普通地方公共団体が自ら管理するよりも一層向上したサービス

を住民が享受することとなり、ひいては住民の福祉がさらに増進されることと

なる場合と解する。なお、従来は地方自治法では委託先を当該地方公共団体の

出資法人、地方公共団体または公共的団体に限定していたが、平成 15 年 9 月

2 日より改正法が施行され、委託先についての特段の制約は撤廃されている。

（具体的改正内容は３．三重県における公の施設に係る方針に記載している。） 
 

（4）利用料金制について 
「普通地方公共団体は、適当と認めるときは、管理受託者（地方自治法 244

条の 2 第 3 項の規定に基づき公の施設の管理の委託を受けたものをいう。以

下、本条において同じ。）に当該公の施設の利用に係る料金（以下、「利用料金」

という）を当該管理受託者の収入として収受させることができる。」（地方自治

法 244 条の 2 第 4 項） 
「地方自治法 244 条の 2 第４項における利用料金は、公益上必要があると

認める場合を除くほか、条例の定めるところにより、管理受託者が定めるもの

とする。この場合において、管理受託者はあらかじめ当該利用料金について当

該普通地方公共団体の承認を受けなければならない。」（地方自治法 244 条の 2
第 5 項） 
この制度は、公の施設の管理運営を受託した公共団体等が施設利用料金を直

接収受して、その運営に充てることを認めたものであり、利用料金制といわれ

ている。すなわち従来、公の施設の管理運営の受託先は県の条例で定めた使用

料を県からの受託業務の一環として徴収し県に納めるものであったのに対し、

利用料金制の下では使用料を自らの収入とすることが可能となる。従って利用

料金制の導入によって、公の施設の管理運営に当たり使用料の増加が自らの収

入の増加につながるため、管理受託者は自立的な経営努力を発揮しやすくなる

とともに、地方公共団体および管理受託者の会計事務の効率化が期待できる。

（利用料金制における委託料は、過去の実績等に基づき算定された予想使用料

分を差し引いて算定される。） 
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２．全般的な留意点 
以上、公の施設に関する制度概況の理解を踏まえ、公の施設に関する以下の留

意点が想定される。 
①公の施設は、その管理する物品が多岐にわたり、また広く一般の利用者に利

用されることからその摩滅、損耗が激しいと想像される。個々の施設の管理

する財産の特性に応じ、適切な財産管理体制を整備・ 運用しなければならな

い。 
②公の施設は、設置主体が地方公共団体であることから予算制度に基づく運営

が行われる。その結果、予算執行の過程において、事業収支のゼロ精算がお

こなわれるなど低コストで効率的な行政活動への努力が不十分となりがち

である。予算の策定過程のみならず、執行過程においても経済性・ 効率性の

追求が行われなければ、「最少の経費で最大の効果」（地方自治法第 2 条第

14 項）をあげているとはいえない。 
③公の施設は普通地方公共団体が住民の利用に供する目的で設置する施設で

ある。従って、利用料金が不当に利用者を排除する水準にあってはならない。

一方で、公費負担と受益者負担のバランスが適正でなければ、施設を利用し

ない県民に不当な負担を与えてしまう。料金の設定が、施設の提供するサー

ビスの質を鑑みて公平であるか否かに留意する必要がある。 
 
④公の施設は、住民の福祉を増進する目的をもって住民の利用に供するための

施設である。従って、その運営コストに見合うだけの需要が存在し、かつ住

民の満足が得られるだけのサービスが提供される必要がある。 
⑤包括的な管理運営の委託を行う場合、委託先が当該地方公共団体の出資法人、

地方公共団体または公共的団体に限定されているため、委託料が高止まりと

なる可能性がある。また、委託先においても運営過程において委託料の消化

を目的とした非効率な支出が発生するおそれがある。 
⑥管理運営事業の一部を民間委託する場合も、委託業務の専門性が高いとの理

由から随意契約となり、さらに地方公共団体側での委託料算定に関する情報

に乏しいため予定価格の算出根拠が曖昧になり、結果的に委託料が高止まり

になるおそれがある。 
⑦公の施設の設置及びその管理に関する具体的事項は条例によって規定され

る。しかし環境の変化や実務上の必要性に応じて弾力的に見直しがなされな

ければ、条例自体の妥当性・ 規範性が低下するおそれがある。条例自体が公

の施設の管理・ 運営の実情に合致しているか否かに留意する必要がある。 
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図１．制度の変更点 
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第３ 監査の結果  

 

 教育委員会管轄の公の施設の管理において監査を実施した結果、以下の事項があった。 
１．発見された事項の要約 
（1）施設の設置目的と利用状況 

①開館時間、期間について 
公の施設は県民のための施設であり、県民にとって利用しやすいものであ

るべきである。従って、施設の開館時間、期間は利用者である県民が利用し

やすい時間、期間である必要があるが、一部の施設について、開館時間、期

間に利便性の配慮にかけるものがあった。 
津市にある三重県立図書館は、図書の整理期間として毎月末日を休館とし

ているが、その日が県民の最も利用しやすい土曜、日曜にあたっても閉館し

ている。 
また、伊勢市にある三重県営総合競技場内のトレーニングセンターは専門

知識のある監視員が 2 名と少数のため、開館時間が限定されている。 
これらは利用者である県民の利用の機会を制限し、利便性を損なうもので

ある。利用者の利便性から県立図書館については、他県の図書館が採用して

いるように、毎月末日が土曜、日曜となる場合には開館日（その翌日を整理

のための休館日とする）とし、またトレーニングセンターについても監視者

の増員等により利用日時の延長が望まれる。【意見】 
 

②管理者の不在について 
公の施設の運営には一定のサービスを提供するため、開館時間においては

管理者の常駐が必要である。 
鈴鹿市にある三重県立鈴鹿青少年センターは集団研修等を実施する宿泊

施設であり、施設としては 24 時間利用されている。しかし、施設の職員は

勤務終了時間である 17 時 15 分には業務を終了し、退出する。従ってその後

は不在となる。エアコン等施設の設備・ 備品の破損、故障や急病人の対応、

リネンの支給等宿泊施設として最低限必要なサービスが充足されていない。 
管理者の不在がないよう勤務時間のシフト等の対処がもとめられる。 

【意見】 
 

③利用料金と利用者負担について 
公の施設を利用する際、利用する者と利用しない者との負担の公平性の観
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点から、公共性の程度に応じ利用者に一定の負担を求めることが必要である。 
津市にある三重県立博物館の入館料は、一般 40 円、大・ 高 30 円、小・ 中

無料と安価であり、コスト計算書（2－75 ページ参照）によるとコスト

101,064千円に対し収入の340千円と利用者負担が極めて低い割合になって

いるため見直しを検討する必要がある。【意見】 
 

④施設の公共性について 
久居市にある三重県営ライフル射撃場は、銃刀法により、利用者は主に三

重県ライフル射撃協会の会員約50名に利用が限定された状況となっている。

また、設置当時から会員数は増加していない。設置目的のひとつである普及

効果があったとも言い難く、公共性が低いと判断される。このことから三重

県営ライフル射撃場の廃止及び三重県ライフル射撃協会への売却を検討す

べきである。【意見】 
 

⑤利用料金の取扱いについて 
利用料金については、公平に徴収される必要がある。具体的には料金は条

例や規則によって定められている。従って、施設の管理者は条例や規則に基

づき料金を徴収しなければならない。 
松阪市にある三重県営松阪野球場の利用料金は条例により時間や入場料

徴収の有無に基づき金額が設定されている。しかし、高校野球連盟について

は昭和 57 年に調査した入場料に基づき使用料を徴収しており、結果的に条

例より優遇された使用料となっている。また、県と高校野球連盟との合意時

に規定の整備もなされていない。再度調査を行い、公正な料金徴収を図ると

ともに、料金優遇に関する規定を整備する必要がある。【指摘】 
 

⑥駐車場のスペースについて 
利用者の利便性の観点から、車利用者のため駐車場の十分な面積の確保が

必要である。また敷地の制約から十分な駐車スペースが確保できない場合に

は、公共交通機関の利用を PR する必要がある。 
三重県立博物館については、敷地面積が狭く、十分な駐車場が確保されて

いない。津駅から徒歩 5 分という博物館の立地条件から利用者に可能な限り

公共交通機関を利用しての来館を促すことが望ましい。また、混雑が予想さ

れる休日は職員の駐車を控える等の配慮が必要である。 
三重県立美術館については総合教育センターとの共同利用であり、十分な
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余裕がない。パンフレットやホームページで公共交通機関の利用の啓発が求

められる。【意見】 
 

（2）法規の遵守性 
①決裁手続の不備について 

公の施設の適正な管理のため、書類は過不足なく整備される必要があるが、

現地調査の結果、一部の施設において、書類の不備があった。 
津市にある三重県立美術館では収蔵品の外部への貸出の調書に承認印の

ないものがあった。貴重な収蔵品の安全を保証するうえで貸出の手続は厳守

されるべきである。【指摘】 
また、松阪市にある三重県営松阪野球場においては、平成 14 年度まで三

重県営松阪野球場条例施行規則にて求める、球場の使用許可申請書に所長に

よる決裁の押印がなされていなかった。平成 15 年度からは決裁の押印をさ

れるようになったが、今後決裁作業が確実になされるよう留意されたい。 

【指摘】 
 

②利用料金の前受けについて 
利用料金の徴収方法は、条例、施行規則にて定められている。県は通常、

利用前に料金を徴収する前受制を採用している。しかし、実際には後払いの

ケースが多い。 
三重県営総合競技場において、三重県営総合競技場条例及び施行規則に定

める料金の前受け徴収が実施されず、現状はほとんどが後払いの精算になっ

ている。また三重県営松阪野球場についても、三重県営松阪野球場施行規則

では野球場の使用について、利用前に使用許可申請書の提出により使用許可

を受け、廃止時は使用廃止届を提出することが規定されているが、大規模な

大会以外は利用後に入金を受け使用許可を出している。 
条例及び同施行規則を遵守しておらず、規則違反であり条例及び規則を遵

守する必要がある。【指摘】 
しかし、いずれも利用許可時に利用時間が限定できず、予定よりも利用時

間が短縮されたり、雨天になると、利用をキャンセルせざるをえなくなり、

そのための返金が煩雑になることを避けるための処置とのことである。この

場合業務効率を考え、後払い精算が可能になるよう条例や施行規則の改正も

検討されてはどうであろうか。【意見】 
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産登録の手続が実施されていないものがあった。また、三重県営ライフル射

撃場で使用している物品のうち平成 14 年度以前に県から貸与された物品が

貸付物品一覧表に記載されていなかった。いずれも県貴重な県の財産であり、

直ちに登録されるべきである。【指摘】 
一方で三重県立美術館、三重県生涯学習センター及び三重県営鈴鹿スポー

ツガーデンにおいて、実物と管理台帳との照合即ち現物実査を実施した結果、

物品台帳に掲載されているものの実物がないものがあった。これは、物品の

更新時や施設の改修時に旧物品の廃棄手続を実施していないためである。 
県の物品管理台帳のデータの信頼性を向上し、適切な物品の管理が実施で

きるよう、物品の更新時には、旧物品の速やかな廃棄手続を実施すべきであ

る。【指摘】 
 

②持ち込みの物品について 
三重県立熊野少年自然の家において、天体観測室内に天文学同好会のメン

バーの私物パソコンや小型天体望遠鏡が、県の財産か個人のものか明確に区

分されることなく設置され、かなりの面積を占有していた。県の行政財産は

「行政財産の目的外使用に係る取扱いに関する条例」で無償使用は認められ

ていない。適切な使用許可手続を実施すべきである。【指摘】 
ライフル射撃協会では、国体事務局の無償貸与物品、県の無償貸与物品及

びライフル射撃協会の物品が混在した環境になっている。また、三重県の無

償貸出物品の管理・ 廃棄をスムーズに行うために県の物品以外の物品も同等

に管理をすることが望まれる。【指摘】 
 

③物品の管理不備について 
三重県立鈴鹿青少年センターにおいて、オリエンテーション室や倉庫に現

在使用されていない AV 機器、パソコンが散見された。また備品シールもな

く、所有者が不明であるものもあった。 
ほとんど使用されていない物品については、利用可能なものは県財産の有

効利用から他の施設等への振替等を実施するべきであり（三重県会計規則

141 条）、利用不能なものについては適宜処分することが望まれる。（三重県

会計規則 148 条）。 
所有者のわからないパソコンが存在することは管理が不十分と言える。即

座に調査をし、県財産であれば、物品登録とともに物品シールの添付が必要

である。【指摘】 
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④収蔵品のデータベース化について 
貴重な県民の財産である収蔵品の管理を有効かつ効率的に実施するため

にも、データベース化が有効である。 
三重県立博物館において、収蔵品の管理はパソコンにてデータベース化さ

れつつあるが途上段階であり、各担当者が独自の書式で簡易的に作成したも

のであるため項目の統一性に欠け、入力・ 検索を行うことが困難な状態とな

っている。業務の効率化、収蔵品の有効活用という観点からデータの整備は

必須事項と思われる。【意見】 
 

⑤保管環境について 
三重県立博物館において、収蔵庫については温湿度の管理設備が不十分で

あり、加えて保管スペースが不足している。そのため博物館内では対応でき

ず、一部収蔵品の保管業務を外部委託している（平成 14 年度の保管業務委

託に関する支出額は 2,381 千円）。今後の収蔵品受け入れの際は保管スペー

スという制約条件を十分に考慮すべきである。【意見】 
 

⑥施設の老朽化について 
公の施設は県民の誰もが利用できるよう、常に利用可能な状況に保持する

必要がある。県内の公の施設のうち開設年月が古く、施設自体が老朽化し十

分なメンテナンスがなされておらず利用に支障をきたしている施設がある。 
三重県立博物館は、建物は昭和 28 年の開館以来建て替えられておらず、

施設の老朽化が著しい。事務棟のトイレが 3 箇所あるが、うち 2 箇所が故障

し、利用できない状況にある。また空調の入る部屋が限られており、博物館

3 階に学習会を開催するスペースがあるが、空調の都合で利用が気候のよい

ときに限られているなどの支障がある。 
また三重県立鈴鹿青少年センターは、昭和 60 年に建設され、平成 11 年に

は外壁の塗装工事を実施しているが、建物自体の損耗が激しい。壁のヒビ割

れやカビ、雨漏り等があり、部分的な修繕は実施しているが、十分な対応が

できてはいない。 
三重県営総合競技場については、体育館の別館の室外機がさび等で腐食し

ており、使用に支障をきたしている。 
三重県営ライフル射撃場については、管理棟及び空気銃射撃場の屋根が錆

びついており、近く修繕工事が必要と思われる状態であった。スモールボア

射撃場に一部地盤沈下が起きており、1 射座は競技に使用できない状態にな
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っていた。 
必要以上に贅沢な設備は不要であるが、利用者及び職員にとって最低限の

環境は確保されるべきであり、特に衛生設備に関しては早急な修繕が望まれ

る。また、地震大国であるわが国においては、地震対策は特に重要と思われ

る。耐震性を検査し、問題のある施設については、補強工事が必要である。

【意見】 
 

⑦付保状況について 
天災や火災等の災害に備えて、施設に対する保険が必要になるが付保状況

は十分でない。 
三重県立図書館と三重県生涯学習センターが併設されている建物には火災

保険・ 損害保険がかけられていない。委託先で火災保険等に加入するか、県

で他の施設と一括して火災保険等に加入するか、コストの面で有利な方法を

選択できるよう検討する必要があるが、少なくとも図書館と併設された施設

であり、建物のみならず、稀少な図書の保存の見地からも、火災保険等をか

けても保全するに値する施設の一つと考えられる。 
今後、施設の保全において、火災保険等のコストをかけても保全していく

べき施設のガイドラインの設定を検討していただきたい。【意見】 
 

⑧貸出物品の整理不備について 
三重県生涯学習センターでは、教材の貸出しを行っているが、紛失または

毀損した場合は誰が責任を持つのか明確になっていない。また、教育委員会

関係者を対象に貸出した物品２台が返却予定日（平成 13 年 3 月 31 日）を経

過しても未返却であり、未返却であることにも担当職員は気づいていなかっ

た。財団法人三重県文化振興事業団は、貸出物品の責任の所在を明確にする

とともに、一定期間を経過した貸出物品の返却状況を確認するよう管理方法

を改めるべきである。【指摘】 
  
⑨施設のバリアフリー化の未整備について 

公の施設は県民の誰もが利用できるように、少なくとも必要最低限の対策

をとる必要がある。よって障害者においても、利用しやすいようバリアフリ

ー化が望まれる。 
三重県立鈴鹿青少年センターには、エレベーターが 1 基設置されているが、

宿泊する部屋のある 2 階から浴室まで行く際に、車椅子を必要とする利用者
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は必ず食堂を通らなければならず、食堂を常時開放する必要があり、衛生面

も含め不便を強いられる。迂回路の設置やエレベーターの設置等の検討をす

る必要がある。またその他バリアフリーの対応が遅れているところが散見さ

れた。早期の改善が求められる。【意見】 
 

⑩利用頻度の低い物品の有効利用について 
三重県立鈴鹿青少年センターにおいて、オリエンテーション室や倉庫に現

在使用されていない AV 機器、パソコンが散見された。 
また、三重県営鈴鹿スポーツガーデンについて、サッカー・ ラグビー場の

器具庫に一度も使用されていない集会用テントがあった。（平成 13 年 4 月 7
日取得）そのほかに電子レジスタやパソコンその他器具について、現在は使

用されていないもの、使用頻度が少ないものがあった。 
これら物品は有効に利用されるために購入されるものであり、安易な物品

の購入がないよう、購入時にその利用可能性を十分に検討するべきである。

また今後利用されないものや利用頻度の低いものについては、他の施設に移

管するなど、県有財産の有効利用が望まれる。【意見】 
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を実施すべきである。【意見】 
③駐車場について（施設の設置目的と利用状況） 

敷地面積が狭いため、十分な駐車場のスペースが確保されていない。県立博

物館裏に駐車スペースが 13 台分あるが、現地調査時はうち 7 台分のスペース

に職員が駐車していたため、実質６台分の駐車スペースしか確保されていなか

った。満車時は約 200 メートル先の津偕楽公園の駐車場を利用しているが、利

用者から不便であるとの苦情が多い。また、駐車場の入り口が狭く大型車の乗

り入れが困難である。 
駐車スペースは本来、来館者のために設けられているものである。来館者の

駐車に支障が出ている状況下で職員が駐車スペースを利用するべきではない。

また、津駅から徒歩 5 分という県立博物館の立地条件からみて公共交通機関に

よる来館も十分可能と考えられる。パンフレットやホームページ上で利用者に

可能な限り公共交通機関を利用しての来館を促すことが望ましい。【意見】 
 

④収蔵品の管理について（施設管理の経済性・ 効率性の状況、財産管理の適正性） 
収蔵品には購入品・ 寄付品・ 無償借用物品の区分記載がなされた札が付けら

れており、その管理はパソコンにてデータベース化されつつあるが途上段階で

あり網羅されていない。また、人文系・ 自然系・ 文科系等の資料の種類ごとに

表計算ソフトにてデータベースを作成しているが、担当者が各自で簡易的に作

成したものである。そのため項目の統一性に欠け、担当者以外の人が入力・ 検

索を行うことが困難な状態となっており、実質的には担当者の記憶に頼った管

理となっている。資産管理の適正性、業務の効率化、収蔵品の有効活用という

観点からデータの整備は必須事項と思われる。専用の管理ソフトを使用するな

どデータベース化の方法から見直し、速やかにデータを整備する必要がある。

【意見】 
 

⑤証紙類の管理について（施設管理の経済性・ 効率性の状況、財産管理の適正性） 
平成 15 年 3 月 27 日に 91 千円の切手を購入しているが、3 月の物品納入通

知書を閲覧したところ 3 月にすべてを使用しているわけではなかった。また平

成 15 年 3 月 31 日現在には 215 千円の切手・ はがきの残高が残っている。年度

内に使用する予定のない証紙類の購入である。切手・ はがきは、換金性の高い

資産であり使用の目的もなく大量に購入することは管理上の危険性が大きい。

随時、必要枚数だけ購入することを徹底すべきである。【意見】 
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ものである。この映像展示については、平成 14 年度に映像機器の劣化に

対応するとともに展示の更なる充実を果たすべく、リニューアルが莫大

な事業費（下表参照）を投じて行われた。しかし、リニューアル展示の

完成した平成 15 年 4 月から半年間の入場者数はグラフ 2 の通り、前年度

と比較して微減であり、効果が十分に得られていない。平成 15 年度の継

続事務事業目的評価表においては、当該事業に対する税金投入の妥当性

ついて、県民及び来館者の斎宮に対する学習ニーズに応えるための適正

なサービス提供と評価しているが、実際の来館者増加に至っていない以

上、県民のニーズがそもそも存在していたのか疑問を持たざるを得ない。 
【意見】 

 

リニューアル事業に要した費用（委託契約書より） 単位：円

   

Ⅰ直接制作費  196,288,000 

映像ソフト・ 展示設計・ 資料制作 120,020,490  

映像・ 照明機器 50,520,720  

造作・ 映像照明機器設置工事 25,746,790  

Ⅱ諸経費（Ⅰ×５％）  9,814,400 

Ⅲ一般管理費(Ⅰ×１０％）  19,628,800 

Ⅳ合計(Ⅰ～Ⅲ）  225,731,200 

Ⅴ消費税相当額  11,286,560 

合計  237,017,760 

   

「業務委託契約書」より 

②映像備品の未登録について（法規の遵守性、財産管理の適正性） 
監査の過程において、物品の実在性を確かめるため「物品管理簿」より数

点を抜き取り、現物と照合した。その結果、平成 14 年度の映像展示リニュ

ーアルの際に購入された映像・ 照明機器（合計 50,520,720 円）が未登録で

あることが判明した。また、これらの機器は一体として映像設備として登録

されている可能性もあるため、公有財産台帳を確認したが、映像設備として

の登録もなされていなかった。設備リニューアル事業に関する事業費から購

入されたため、物品または設備として登録することを失念していたものであ

る。事業費によって購入した物品であっても物品または設備として適切な登

録手続を行うべきである。なお、上記映像備品は外部監査人の指摘を受け、
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・ 監査の過程で発見された事項 
 

①招待券の管理について（財産管理の適正性） 
招待券の払出について内訳が一部不明確である。「パウルクレー展」招待

券払出 16,700 枚に対し、配布先一覧の合計は 10,000 枚であり、残り 6,700
枚については明記されていない。また合計欄の数値が間違っているなど正確

に作成されていない。総務グループに配布された分は招待券払出簿により管

理されているが、払出簿の記入も所定の様式に従わないものがあった。招待

券は金銭的価値があり、厳重な管理が求められることから、正確な受払簿を

作成すべきである。【指摘】 
 

②収蔵品の外部貸し出しについて（法規の遵守性） 
収蔵品の外部への貸出においては、回議のうえ館長承認により貸出の決定

を行う必要があるが、貸出の調書に承認印のないものがあった。貴重な収蔵

品の保全のため、貸出の手続は厳守されるべきである。【指摘】 
 

③備品登録について（法規の遵守性、財産管理の適正性） 
改修時（平成 14 年～15 年）に除却した備品（ビデオプロジェクター等）

につき、台帳からの削除作業が未了であった。三重県会計規則第 149 条（不

要物品の決定及び処分）に従い廃棄手続を実施する必要がある。【指摘】 
 

④駐車場について（施設の設置目的と使用状況） 
駐車場の収容可能台数は 130 台であるが三重県総合教育センターとの共

同利用であり、十分な余裕がない。特別展実施時には駐車場に入れない車が

近隣で交通渋滞をおこし、近隣住民からの苦情が出ている。施設自体は津駅

から徒歩 10 分という立地にあり、最寄りのバス停からは徒歩 2 分と公共交

通機関を利用したアクセスも十分可能である。パンフレットやホームページ

で公共交通機関の利用を促す等の対策が求められる。【意見】 
 

⑤切手の購入について（施設管理の経済性・ 効率性の状況、財産管理の適正性） 
平成 15 年 1 月に切手を購入しているが、1 月以降にすべてが使用されて

いるわけではない。使用する目的もなく購入されている。切手は換金性の高

い資産であり、使用の目的もなく大量に購入することは管理上の危険性が大

きい。随時、必要枚数だけ購入することを徹底すべきである。【意見】 
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・ 監査の過程で発見された事項 
 

①ISO9001 取得について（施設管理の経済性・ 効率性の状況） 
平成 13 年 3 月、三重県総合教育センター（以下、総合教育センターとい

う）では、「品質保証と顧客満足の向上を目指す」品質マネジメントシステム

の国際規格である「ISO9001：2000 年版」の認証登録を、教職員の資質向上

を目指し、研修事業や教育支援事業の質を継続的に高めていくため全国の教

育センターでは初めて受けている。 
 ISO9001 とは、顧客満足を向上させるために、品質改善活動を継続して実

施することにより、社会的信用の維持と共に競争力の向上を図るものである。 
ISO9001 を取得している施設であるだけに、三重県の直営施設であるにもか

かわらず独自のインフラストラクチャー管理規定等を整備し、職員の対応も

きびきびとし、研修施設の職員にふさわしい雰囲気であった。ここで研修を

受ける県内教職員へ無形の好影響を与え、ひいては県内の公立学校の児童生

徒への波及効果を大いに期待したい。【意見】 
 

②寄贈図書について（財産管理の適正性） 
総合教育センターの一室が、ある寄贈者の寄贈図書の専用保管室になってい

たが、寄贈図書は閲覧用に整理されておらず、当該部屋も有効に利用されてい

ない。図書の管理は専門家である県立図書館に管理を任せ、図書登録されるべ

きものとそうでないものに分類し、総合教育センターの部屋は他に有効に利用

されるべきである。【意見】 

 
③物品の現物照合について（財産管理の適正性） 

物品の現物照合を年に 1 回実施しているが、特に現物照合を実施した証跡

がなかった。物品の現物照合資料に実施日・ 実施者名も記載し実施責任を明

確にすべきである。【意見】 
総合教育センター内の物品につき「物品管理状況一覧表」に記載されている

物品から抜取りで現物照合した結果、実在を確認できたが、逆に現物から「物

品管理状況一覧表」への記載につき確認したところ、表 12 に示している物

品についての記載が漏れていた。【指摘】  
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・ 監査の過程で発見された事項 
 

①施設の設置目的と利用状況について 
三重県立熊野少年自然の家（以下、熊野少年自然の家という）の利用状況は

当初の設置目的から乖離してきている。 

グラフ 3．平成14年度 延利用者数
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三重県立熊野少年自然の家使用状況報告書より 

夏休み及び春休み期間以外の利用状況が極めて低いため、施設の有効活用を

するために、本来の青少年の利用以外の生涯学習センターとして活用されてい

る。 
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②宿直職員の業務管理について（法規の遵守性） 
宿直要員として別途嘱託職員を雇用しているが、雇用契約に定められている

宿直日誌に火気取締・ 場所・ 時刻の記入がなく、勤務状況の管理把握が不十分

であった。【指摘】 
 

③天文学同好会との関係について（法規の遵守性、財産管理の適正性） 
天体観測室内に、天文学同好会のメンバーの私物のパソコンが、所有者名を

明記せず、県の財産か個人のものか明確に区分されることなく天体望遠鏡に接

続されていた。天文学同好会のパソコン及び小型天体望遠鏡の設置は、天体観

測室のかなりの面積を占有していた。「行政財産の目的外使用に関わる使用料に

関する条例」により、行政財産の無償使用はごく限られた場合に認められてい

るが、当該占有は、それに該当しないため、無償使用は認められていない。適

切な使用料を徴収すべきである。【指摘】 
 

④自動販売機の設置について（法規の遵守性） 
熊野少年自然の家の食堂の運営を委託している業者が、食堂内に飲料の自動

販売機を設置している。光熱費は業者が負担しているものの、三重県の「行政

財産の目的外使用に係る取扱いに関する条例」で無償使用することは認められ

ていない。行政財産の使用につき、適切な使用料を徴収すべきである。【指摘】 
 

⑤年度末の切手の購入について（施設管理の経済性・ 効率性の状況、財産管理の

適正性） 
年度内に使用する予定のない切手を購入し、年度末に表 15 のように 149 千

円もの切手の残高が残っている。切手は換金性の高い資産であり、使用の目的

もなく大量に購入することは管理上の危険性が高い。随時、必要枚数だけ購入

することを徹底すべきである。【意見】 
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・ 監査の過程で発見された事項 
 

①委託の契約手続について（法規の遵守性） 

三重県文化振興事業団（以下、文化振興事業団という）の会計規則では「売

買、委託、請負、その他の契約は指名競争入札又は随意契約の方法によるも

のとする。」とされ、契約方法の適用区分が曖昧である。地方自治法の規定に

準拠して随意契約を行うことができる場合を具体的に定め、コスト削減につ

ながる競争入札の適用範囲を増やすべきである。【指摘】 
人材派遣の委託先の契約手続において、平成 13 年度は競争入札であった

が、平成 14 年度は平成 13 年度で次点であった業者の入札価格より高い単価

にて随意契約を行っていた。慣れた人材を派遣してもらいたかったという事

情はあるものの、県の委託料に跳ね返ることを考えると経済的な配慮が欠け

た選択ではなかったか。【意見】 
警備業務の委託先の入札手続において、全応札業者の入札保証金を免除し

ていた。入札手続について、三重県文化振興事業団の会計規則に具体的な定

めがなく、三重県の会計規則に従った処理をしているとのことであるが、単

に県の登録業者であることから保証金を免除していた。そもそも、県の外郭

団体に委託した業務の再委託方法は、文化振興事業団の会計規則に準拠し、

文化振興事業団の妥当な判断のもと実施されるものである。文化振興事業団

の会計規則において入札手続を明確にし、主体的な判断をもって入札手続を

実施することがもとめられる。【意見】 
 

②少額物品の購入方法について（法規の遵守性） 

文化振興事業団の会計規則では「予定価格が 10 万円以上の場合はできる

かぎり相見積もりを入手する」ことになっているが、単品では 10 万円未満

であるとして、総額 10 万円以上の購入であっても相見積もりをとる手続を

とっていない。 
平成 15年 3月に 1回の請求書が 50千円未満になるようパンフレットスタ

ンド 10 台（単価 28 千円）及びハイチェアー13 台（17 千円）を他の少額な

消耗品（マーカー・ 画鋲・ ファイル等）と組み合わせて、総額 1,046 千円購

入していた。 
10 万円以上の購入であるか否かは、実態で判断し、この場合は相見積を入

手し、コストをもっと下げることができないかを検討すべきであった。【指摘】 
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③購入ビデオの内容について（施設管理の経済性・ 効率性の状況） 
年度末に購入していた消耗品ビデオに「利家とまつ」、「鉄腕アトム」「やす

し・ きよし漫才大全集全 10 巻」が含まれ生涯学習というよりも娯楽に近い。

民間のレンタルビデオ店でレンタルできるような内容が大半を占めていた。

生涯学習センターで貸出すにふさわしい内容とすべきである。【意見】 
 

④年度末の消耗品の購入について（施設管理の経済性・ 効率性の状況） 
生涯学習センターの三重県からの主たる受託事業である「システムネット

ワーク整備事業」の消耗品費はグラフ 6 のとおり 1,959 千円と 3 月の支出が

突出していた。 

グラフ６．ネットワーク整備費の消耗品費支出状況
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（財）三重県文化振興財団 一般会計 収支中科目元帳より 

消耗品費は予算が足りなくなったら節約するが、予算があまったら当該年

度に消費しないものまで購入して、支出を調整している。地方自治法第 208
条「会計年度独立の原則」に反する。消耗品の購入は必要なときに必要量を

購入し、在庫を適正な量に留めることが望まれる。【指摘】 
 

⑤火災保険について（財産管理の適正性） 
図書館と生涯学習センターが併設されている建物には火災保険・ 損害保険

がかけられていない。委託先で火災保険等に加入するか、県で他の施設と一

括して火災保険等に加入するか、コストの面で有利な方法を選択できるよう

検討する必要があるが、少なくとも図書館と併設された施設であり、建物の

みならず、稀少な図書の保存の見地からも、火災保険等をかけても保全する

に値する施設の一つと考えられる。 
今後、施設の保全において、火災保険等のコストをかけても保全していく



2 －48 

べき施設のガイドラインの設定を検討していただきたい。【意見】 
 

⑥遊休施設について（施設管理の経済性・ 効率性） 
生涯学習センターでは、県内の公の施設を展示しているだけで、有効に活

用されていない部屋が 1 室あった（現在の展示コーナー）。県民が生涯学習に

利用できるよう有効な活用が望まれる。【意見】 
 

⑦教材の紛失について（法規の遵守性、財産管理の適正性） 
生涯学習センターでは、教材の貸出しを行っているが、「取扱の不注意や映

写機の整備不良により教具・ 教材を損傷した場合には、利用者の責任におい

て復元又は賠償して頂くことがあります。」と警告しているだけで、紛失及び

毀損した場合には利用者に原則負担してもらっていない。文化振興事業団が

負担していると、県からの委託料に跳ね返り、県民の負担となりかねない。

【指摘】 
教育委員会関係者を対象に貸出した物品２台が返却予定日（平成 13 年 3

月 31 日）を経過しても未返却であった。また、未返却であることにも担当

職員は気づいていなかった。三重県、三重県教育委員会および文化振興事業

団との間における「三重県総合文化センター管理委託契約書」第 8 条 2 項の

「善良な管理者の注意を持って維持管理しなければならない。」に反している。

文化振興事業団は、一定期間を経過した貸出物品の返却状況を確認するよう

物品の管理方法を改めるべきである。【指摘】 
 

⑧物品の廃棄について（法規の遵守性、財産管理の適正性） 
文化振興事業団は物品の更新時に旧備品の廃棄手続を実施していない。県

の物品管理台帳データの信頼性を向上されるため、物品の更新時には、旧物

品の速やかな廃棄手続を実施すべきである。「三重県総合文化センター管理委

託契約書」第 8 条 5 項、「委託物件のうち備品の管理については、三重県会

計規則の規定に準じて処理しなければならない」に反する。【指摘】 
 

⑨管理ラベルのない物品について（施設管理の経済性・ 効率性の状況、財産管

理の適正性） 
抜き取りで生涯学習センター内の物品の現物照合を実施した結果、学習相

談室に管理ラベルの添付のない 42 インチ型ワイドプラズマテレビ（現在購

入時価 533 千円）が 2 台発見された。調査の結果、文化振興事業団が三重県
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からの平成 11 年度のプログラム開発の受託事業費から購入したものであっ

た。現在は、当該事業も実施されておらず、文化振興事業団における管理対

象備品から除かれていたことは問題である。【指摘】 
また、新規事業を実施する度に物品を新調するのでなく、他の公の施設か

ら転用できる物品を検索できるよう物品及び無償貸与物品の使用状況を確認

できるデータベースの活用が望まれる。【意見】 
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②建物の老朽化（財産管理の適正性） 
現在の鈴鹿青少年センターは昭和 60 年に建設され、平成 11 年には外壁の

塗装工事を実施しているが、内部は所々に、壁の汚れ、ヒビ割れやカビ、天

井には雨漏りの跡があった。 
部分的な修繕は実施しているが、建設されてから 20 年弱経過しており、

修繕が十分に対応できていない面がある。壁のヒビ割れやカビ、雨漏り等は

建物寿命を短くするだけでなく、建物強度を低下させる。また鈴鹿青少年セ

ンターは研修、宿泊の場であり、健康、衛生の面からも問題がある。部分的

な改修のみならず、全面的な改修等も検討するべきである。【意見】 
 

③寄贈品の管理（法規の遵守性、財産管理の適正性） 
現地調査時に貸付物品一覧表（（財）三重県体育協会に管理を委託してい

るため、備品は（財）三重県体育協会へ無償貸与をしている。）と実物とを

照合した結果、貸付物品一覧表にない絵画（日展入賞作品）が発見された。 
これは県に寄付された絵画等につき、財産登録の手続が実施されていない

とのことであった。 
三重県会計規則によると、寄付をうけたものは、寄付採納調書により知事

の承認をうけた上で（三重県会計規則 146 条）、物品管理台帳又は物品出納

簿に登録しなければならない（三重県会計規則 138 条）。 
上記事項は三重県会計規則に反しており、早急に登録手続を実施する必要

がある。また寄付された物品は県民の貴重な財産であり、管理の面からも備

品登録を徹底すべきである。【指摘】 
 

④利用頻度の低い物品について（財産管理の適正性） 
現地調査時に、物品等の現物確認を実施した際、オリエンテーション室や

倉庫に現在使用されていない AV 機器、パソコンが散見された。また物品シ

ールもなく、所有者が不明であるものもあった。 
 

 

 

 

 



2 －53 

 
写真① ほとんど利用されていないパソコン（パソコン研修等に使用。） 

 

ほとんど使用されていない物品で、利用可能なものは県財産の有効利用の

見地から他の施設等への振替等を実施すべきであり（三重県会計規則 141
条）、また利用不能なものについては適宜処分することが望まれる。（三重県

会計規則 148 条）。 
また所有者のわからないパソコンが存在することは管理が不十分と言え

る。AV 機器、パソコン等は一般に高価であり、個人においても利用もしく

は転売が可能なものであり、一般的に持ち出し、横領の危険性が高い。備品

は県民の貴重な財産であるため、備品について慎重に扱う必要がある。即座

に調査をし、県財産であれば、備品登録ともに、備品シールの添付が必要で

ある。【指摘】 
 

⑤管理者の不在について（施設の設置目的と利用状況） 
公の施設の運営には一定のサービスを提供するため、管理者の常駐が必要

である。 
鈴鹿青少年センターは集団研修等を実施する宿泊施設であり、施設として

は 24 時間利用されている。しかし、施設の職員は勤務時間である 17 時 15
分には業務を終了し、退出する。従ってその後は不在となる。 

宿泊施設である青少年センターは夜も利用されており、エアコン等施設の

設備、備品の破損、故障の対応、急病人の対応、リネンの支給等宿泊施設と

して最低限必要なサービスが充足されていない。 
管理者の不在がないよう勤務時間のシフト等の対処がもとめられる。 
【意見】 
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・ 監査の過程で発見された事項 
 

①利用料金の徴収と返還について（法規の遵守性） 
三重県営総合競技場（以下、総合競技場という）を利用する際、利用者は

利用許可時つまり利用前に料金を支払う必要がある。（三重県営総合競技場

条例 5 条 1 項、11 条 3 項、同施行規則 2 条） 
現状はほとんどが後払いの精算になっている。利用許可時に利用時間が限

定できず予定よりも利用時間が短縮されたり、雨天になると、利用をキャン

セルせざるをえないため、その際の返金が煩雑になるとのことである。しか

し、三重県営総合競技場条例及び同施行規則を遵守しておらず、規則違反で

ある。条例及び規則を遵守し、利用料金は利用前に利用者から徴収すること

を徹底する必要がある。 
また、返金についても、同条例及びその準拠規定である三重県税外収入通

則条例にて「当該使用の廃止もしくは中止の許可をうけ、又はその他の正規

の手続を経て、当該使用の廃止又は中止をしたとき」「その責に基づかない

災害その他の理由により、その使用に供することが著しく困難になったと

き」「公益上の必要により、財産又は公の施設の使用の許可の取消し又はそ

の効力の停止がなされたとき」とあり、同条例を遵守して実施する必要があ

る。【指摘】 
但し、実務上、既述のように、返金等が煩雑になることから、業務効率化

の点より、後払い精算が可能になるよう条例や施行規則の改正も検討されて

はどうであろうか。【意見】 
 

②施設の利用について（施設の設置目的と利用状況） 
施設利用の予約を取る際には、直接総合競技場の窓口での申し込み（同条

例 5 条 1 項、11 条 3 項）もしくは電話、FAX による申し込みが必要になる。 
総合競技場の利用促進と県民の利便性を高めるため、上記の方法の他、イ

ンターネットや県や市町村の施設での予約方法を導入してはどうであろう

か。【意見】 
 

③トレーニングセンターの開館時間について（施設の設置目的と利用状況） 
総合競技場内にトレーニングセンターがある。トレーニングセンターには

ダンベル、エアロバイク、ヒップエクステンションマシンを始めとするトレ

ーニング器具のほか、コンピュータを利用したトレーニングメニューの設定、



2 －56 

管理のできるコンピュータ管理システム及び握力計や背筋力計等の測定器

具を備えている。原則、高校生以上が使用できる（中学生は保護者同伴の場

合は可）。開館時間は火曜、木曜の 13 時 30 分から 16 時 30 分までと 17 時

30 分から 20 時 30 分まで。土曜の 9 時 30 分から 12 時 00 分までと 13 時

30 分から 16 時までである。 
開館時間について限定されており、非常に利用しにくい状況にある。特に

利用者の増加が見込める日曜日が利用できないため、利便性は非常に低いと

思われる。原因としては、開館時間には専門知識のある監視員が常駐しなけ

ればならないが、当該監視員が現在 2 名であるところから開館時間が制約さ

れるのである。 
利用者である県民の利用の機会を制限し、利便性を損なうものである。利

用者の利便性向上につながるよう、監視者の配置、増員等により利用日時の

延長が望まれる。【意見】 
 

④施設の老朽化について（財産管理の適正性） 
大会等で放送設備が必要であり、総合競技場にも放送設備が設置されてい

るが、老朽化しており、満足な修繕も実施されていないことから放送が途切

れるなどの不具合が生じている。 

 

写真②③ 老朽化した放送設備 

 

また別館会議室の空調設備の室外機も老朽化し、配管等さびで腐食してい

た。近年は使用されていないとのことであった。 
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写真④⑤ 別館の空調機。ところどころの金属が腐食している。 

 
公の施設においては、いつでも有効利用されるよう利用可能な状態を維持

する必要がある。従って、必要最低限の修繕や設備、備品等の更新がなされ

る必要がある。【意見】 
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・ 監査の過程で発見された事項 
 

①施設の公共性について（施設の設置目的と利用状況） 
ライフル射撃場は銃刀法により許可された者、すなわち、三重県ライフル

射撃協会（以下、ライフル射撃協会という）の会員しか利用できない。現在、

ライフル射撃協会の会員数は約 50 名であり、ライフル射撃場の設置当時か

ら会員数は増加していない。ライフル射撃場の設置目的である普及効果があ

ったとは言い難い。 
公の施設は、地方自法第 244 条において「住民の福祉を増進する目的をも

って住民の利用に供するためのものでなければならない。」とされているが、    

ライフル射撃場の利用者はライフル射撃協会の会員に限定された状況になっ

ており、「公の施設」にあたらないのではないか。【指摘】  
ライフル射撃協会の専用練習場の維持を県民が負担しているようなもので

ある。ごく一部の県民しか利用できないライフル射撃場については、ライフ

ル射撃協会への適正価格での払下げの検討を要する。施設を同協会に売却し、

県が同協会へ支払っている委託料の実質はライフル射撃競技選手の強化のた

めの支援にあるならば、その使途にあった支出とすべきではないか。【意見】 
 

②年度末の委託料の使用状況について（施設管理の経済性・ 効率性の状況） 
ライフル射撃場の支出のうち、3 月に管理運営の委託を受けているライフル

射撃協会自身へ支出しているものがあった。内容は、事務管理をしていたライ

フル射撃協会の当時の会長が実施したライフル射撃場内の器具の修繕代（102
千円）であった。実際に修繕に要した経費と会長への日当を分けた領収書を揃

えるべきであった。【指摘】 
 

③日当の支給方法について（施設管理の経済性・ 効率性の状況） 

ライフル射撃場の利用者はあまり多くないため、ライフル射撃場に常駐者は

いない。利用者がいる場合のみ、管理者がライフル射撃場に待機している。 

平成 14 年度では、委託料から管理者へ日当として合計 797 千円支払ってい

た。利用者の利用時間が何時間であるかにかかわらず、日当は一律支給され、

営業時間内に当日の管理者が練習していることも日誌から判明した。管理者へ

の支給は日当ではなく、時給に変更することが妥当である。【意見】 
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④物品の管理（財産管理の適正性） 
三重県ではかつて競技力向上特別対策本部が設置されスポーツの振興を図

っていた。平成 12 年度に競技力向上対策本部が解散されるまでに各競技団

体の要望により物品の貸与を行ってきた。現在ライフル射撃場で使用してい

るビームライフル等の物品は国体事務局及び競技力向上対策本部からの貸与

物品であるが、ライフル射撃場への県の無償貸与物品は平成 15 年度に取得

した物品からリスト及びラベルによる管理を行うことになり、平成 14 年度

以前より前に取得した無償貸与物品は貸付物品一覧表に載っていない。 
ライフル射撃協会では、国体事務局の無償貸与物品、県の無償貸与物品及

びライフル射撃協会の物品が混在した環境になっている。早急に平成 14 年

度以前に県が無償貸与し現在もライフル射撃場で使用している物品を特定し

管理ラベルを添付し、貸付物品一覧表に記載すべきである。また、三重県の

無償貸出物品の管理・ 廃棄をスムーズに行うために県有物品以外の物品も管

理台帳を用いて管理ラベルを添付する等、県の物品と同等に管理をすること

が望まれる。【指摘】 
 

⑤施設の老朽化について（財産管理の適正性） 
管理棟及び空気銃射撃場の屋根が錆びついており、近く改修・ 修繕工事が

必要と思われる状態であった。また、スモールボア射撃場に一部地盤沈下が

起きており、一射座は競技に使用できない状態になっていた。改修・ 修繕工

事の費用負担について、県と三重県ライフル射撃協会の間で取り交わした管

理委託契約に記載されていない事項である。費用の負担はどちらでするのか

明確にして速やかに改修・ 修繕すべきである。【意見】 
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の日より7日前までに使用廃止届が受理された場合は前納された使用料の半

額、使用の日より 3 日前までに使用廃止届けが受理された場合は使用料の 4
分の 1 の額を還付すると記載されており、使用廃止時のキャンセル料につい

て明記されている。これらの規定は松阪野球場使用の予約時に使用料を前納

するとともに使用許可を申請することを前提としている。 
しかし、現実には天候によるやむをえないキャンセルの発生に配慮し、大

規模な大会を除き松阪野球場の使用予約時ではなく当日の開催決定後に入

金を受け、使用許可手続を行っている。一方、現行の規定ではキャンセル料

は使用許可手続を前提に発生するものと想定されているため、使用許可手続

を伴わない使用予約についてキャンセルが発生した場合のキャンセル料に

関する責任が明確になっていない。実務上の使用予約手続を考慮し、使用予

約後のキャンセル料の発生について明確にする必要がある。この点について

は現在同条例施行規則の改正を検討中である。【指摘】 
 

③施設の維持状況について（財産管理の適正性） 
施設の補修が不完全である。男子トイレが一箇所故障しており、使用禁止

となっている。観客席の手すりは職員が定期的に塗り替えているとのことで

あるが、間に合っておらず錆が目立っていた。利用者が施設を快適に使用で

きるよう、速やかな補修が必要である。【指摘】 
 

 
写真⑥ 錆の目立つ観客席の手すり 

 

④使用許可申請書類の不備について（法規の遵守性） 
平成 14 年度まで、松阪野球場の使用許可申請書について所長による決裁

印の押印がなされていなかった。 
三重県営松阪野球場条例施行規則第 4 条では「野球場の施設を利用しよう
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とする者は、三重県営松阪野球場使用許可申請書により管理者の許可を受け

なければならない」としている。松阪野球場の管理受託者は松阪市であり、

現場において管理運営を総括する所長の決裁印は必須と思われる。【指摘】 
ただし、この点については平成 15 年度より改善がなされている。 
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第４ コスト計算の結果および分析 

 
１．コスト計算の前提 

コスト計算は、サービス提供のために使われた費用と収入を対比したもので、

どのようなサービスにどれだけのコストがかかっているかなど、コスト内容の分

析を目的とするものである。県の会計制度は、単年度の現金の収入と支出の記録

に重点を置いた「現金主義会計」であるため、民間企業等で採用されている「発

生主義会計」の考え方を取り入れて、公の施設のコスト計算を実施した。公の施

設のコスト計算にあたって、以下の前提を置いている。 
資金収支を伴う人件費、物件費、委託費、利用料、手数料のほかに、資金収支

を伴わない減価償却費、職員の退職給与引当金繰入額等を加えた。 
ただし、県庁の間接人件費は県庁職員からのヒアリングの結果、コスト計算に

与える影響が少ないと判断し考慮しなかった。 
公有財産と 50 万円以上の物品を減価償却計算対象資産とした。 
減価償却費は、耐用年数については、法人税法「減価償却資産の耐用年数等に

関する省令」別表一に従い、残存価額は取得価額の 10％として定額法で計算した。 
公債費としては、県債の元金償還額のうち利子分のみを計上した。ただし交付

税交付金によって、国から充当される予定額のうち利子分については、公債費（利

子のみ）から控除していない。 
退職給与引当金繰入額については、期末要支給額の 100％基準で計算した。 
収入項目には、使用料、手数料及び諸収入を含めている。 
平成 14 年 10 月 1 日現在の三重県民 1,862,539 人にもとづき、県民 1 人当た

り純行政コストを計算している。 
 
２．コスト計算の表示 

総務省「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究報告書」に準じ、

性質別に分類し次のように「人にかかるコスト」「物にかかるコスト」「移転支

出的なコスト」「その他」に大きく四分類している。 
・ 人にかかるコスト…人件費、退職給与引当金繰入等 

・ 物にかかるコスト…物件費、維持補修費、減価償却費、委託費 

・ 移転支出的なコスト…扶助費、補助費等 

・ その他…災害復旧費、公債費（利子分のみ）、債務負担行為繰入、不納欠損額 

 



2 －70 

３．公の施設のコスト 
平成 14 年度の三重県教育委員会管轄の公の施設のコストを「１．コスト計算の

前提」に従って計算した結果は以下のとおりである。 
 

グラフ７. 公の施設のコスト
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三重県営鈴鹿スポーツガーデンのコストの高さが目立つ一方で、三重県営ライ

フル射撃場、三重県営松阪野球場のコストの安さが目立つ。 
三重県営ライフル射撃場及び三重県営松阪野球場は、ともに委託方式で運営し

ているものの、「６．コスト計算の結果」のとおり委託料も他の施設と比較すると

格段に安く、包括外部監査における現地調査においても施設自体は華美なもので

なく、むしろメンテナンスに不備がある。 
コストが最も高い三重県営鈴鹿スポーツガーデンでは、特に物にかかわるコス

トが大きな割合を占めている。その内訳については、「６．コスト計算の結果」に

記載されているとおり、設置当時の設備投資を耐用年数に亘って負担しても年間
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3.7 億円の減価償却費が発生することが大きく影響している。 
同様にスポーツ関連施設である三重県営総合競技場においても物に関わるコス

トの高さが目立つが、こちらは、「６．公の施設別のコスト計算の結果」に記載さ

れているとおり、当初の設備投資の減価償却費負担額よりも修繕費等の維持管理

費が平成 14 年度に支出された一過性のコスト高である。 
2 番目にコストが高い三重県総合教育センターは、物にかかわるコストは他の

施設に比較すれば、さほど多くないが、人に関わるコストの高さが著しく目立つ。

これは、三重県総合教育センターは、施設は小規模なものであるが、業務内容が

県内の教員に研修を行う施設であるため物（ハード）よりも人（ソフト）に重点

を置いて運営していることによるものである。 
三重県立美術館は、「６．コスト計算の結果」に記載されているとおり、維持管

理費が大きいが平成 14 年度から平成 15 年度にリニューアルをしたことによる負

担であり一過性のものである。 
斎宮歴史博物館は、物にかかわるコストが大きいものの直営方式であるにもか

かわらず、「６．コスト計算の結果」に記載されているとおり、委託費の負担が大

きい。これは、映像機器のリニューアルをしたことによる負担であり一過性のも

のである。 
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グラフ9. 利用者1人あたり負担割合
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利用者1人あたり負担割合

利用者一人当たり負担割合（％）＝利用者平均負担額÷利用者一人当たりコスト×100 

 
利用者 1 人当たり負担割合について、三重県立図書館及び三重県総合教育セン

ターの利用者について負担割合がないことは、他の自治体と比較しても利用者か

ら負担を求めていないため妥当である。しかし、利用者の負担割合が 1 割に満た

ない他の施設（三重県立博物館、斎宮歴史博物館、三重県立美術館、三重県立熊

野少年自然の家、三重県生涯学習センター、三重県営総合競技場及び三重県鈴鹿

スポーツガーデン）については、一概に利用者負担割合が低いとばかりは言えな

いが（＝利用者 1 人当たり負担額は、条例で定額に定められているのに対して、

対するコストは定額ではないので、まずもって効率的な経営をしなければならな

いことは言うまでもないが）、これら公の施設で受けるサービスは利用者が選択し

て享受するものであるから、応分の受益者負担を求めることも必要である。 
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５．県民 1 人当たり負担額 

グラフ1０. 県民1人当たり負担額
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   県民一人当たり負担額＝純行政コスト÷県民数（平成 14 年 10 月 1 日現在） 

 
「3．公の施設のコスト」に記載したように、公の施設のコストとしては三重県

営鈴鹿スポーツガーデンが最もコストが高くなっていたが、「４．公の施設利用者

1 人当たりコストと負担額 」に記載したように「利用者 1 人当たり負担割合」が

7.26％であり、三重県民全体での 1 人当たり負担額は 458 円である。三重県教育

委員会所轄の公の施設だけで、県民 1 人当たり合計 2,403 円を負担することにな

っている。 
公の施設の運営は、県民 1 人当たり負担額がいかに少なくできるかをめざして

効率的な経営に努める必要がある。 
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６．コスト計算の結果 
（1）文化施設 

単位：千円  

図書館 博物館
斎宮歴史
博物館

美術館

Ⅰ 人にかかわるコスト 238,238 62,286 149,818 154,569

人件費 216,398 57,086 135,258 141,049

退職給与引当金繰入等 21,840 5,200 14,560 13,520

Ⅱ 物にかかわるコスト 265,218 20,234 470,963 446,124

物件費 42,954 9,107 53,095 48,551

維持管理費 ※ 77,186 254 -1,998 244,449

減価償却費 52,296 4,068 53,270 44,077

委託費 92,782 6,805 366,597 109,047

Ⅲ 移転的なコスト － － － －

Ⅳ その他 24,668 18,545 － －

公債費（利子分のみ） 24,668 18,545 － －

Ａ 行政コスト 計 （Ⅰ～Ⅳ） 528,124 101,064 620,782 600,693

Ｂ 収入 計 297 340 9,332 49,446

収入項目（使用料・ 手数料・ 諸収入） 297 340 9,332 49,446

純行政コスト（Ａ－Ｂ） 527,827 100,724 611,449 551,247

県民１人当たり負担額 0.284 0.054 0.328 0.296

利用者１人当たりコスト 1.323 6.179 11.220 8.099

利用者１人当たり負担額 0.001 0.021 0.169 0.667

摘要

 
※維持管理費は減価償却費計上によるコストの 2 重計上を防ぐため、歳出決算額集計表の備品購入費

より平成 14 年度に登録された 50 万円以上の物品の金額合計を控除している。斎宮歴史博物館につ

いては、後者が前者を上回ったためマイナスの維持管理費が計上された。原因としては平成 14 年

度に登録された 50 万円以上の物品に試着体験用衣装など委託費として支出した成果物を物品登録

したものが存在すること等が考えられる。 
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（2）宿泊・ 研修施設 
単位：千円 

総合教育
センター

熊野少年
自然の家

生涯学習
センター

鈴鹿青少年
センター

Ⅰ 人にかかわるコスト 483,269 62,302 73,830 58,556

人件費 438,549 57,102 69,670 55,436

退職給与引当金繰入等 44,720 5,200 4,160 3,120

Ⅱ 物にかかわるコスト 254,571 27,282 216,029 52,653

物件費 156,769 14,263 45,557 34,612

維持管理費 12,567 6,531 2,273 12,055

減価償却費 17,402 6,488 106,677 5,608

委託費 67,833 － 61,523 378

Ⅲ 移転的なコスト － － － －

Ⅳ その他 － － 29,752 －

公債費（利子分のみ） － － 29,752 －

Ａ 行政コスト 計 （Ⅰ～Ⅳ） 737,840 89,584 319,611 111,209

Ｂ 収入 計 92 3,162 21,432 34,808

収入項目（使用料・ 手数料・ 諸収入） 92 3,162 21,432 34,808

純行政コスト（Ａ－Ｂ） 737,748 86,422 298,179 76,401

県民１人当たり負担額 0.396 0.046 0.160 0.041

利用者１人当たりコスト 31.130 1.122 7.201 1.393

利用者１人当たり負担額 0.004 0.040 0.483 0.436

摘要
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（3）スポーツ施設 
単位：千円 

総合競技場
鈴鹿スポー
ツガーデン

 ライフル
射撃場

松阪野球場

Ⅰ 人にかかわるコスト 33,236 66,302 797 －

人件費 33,236 66,302 797 －

退職給与引当金繰入等 － － － －

Ⅱ 物にかかわるコスト 585,342 721,751 1,788 4,950

物件費 38,735 158,838 308 －

維持管理費 477,494 709 － －

減価償却費 58,000 379,436 1,480 1,836

委託費 11,113 182,768 － 3,114

Ⅲ 移転的なコスト － － － －

Ⅳ その他 20,193 131,584 － －

公債費（利子分のみ） 20,193 131,584 － －

Ａ 行政コスト 計 （Ⅰ～Ⅳ） 638,772 919,637 2,585 4,950

Ｂ 収入 計 11,089 66,743 327 2,003

収入項目（使用料・ 手数料・ 諸収入） 11,089 66,743 327 2,003

純行政コスト（Ａ－Ｂ） 627,683 852,894 2,258 2,947

県民１人当たり負担額 0.337 0.458 0.001 0.002

利用者１人当たりコスト 3.368 4.849 2.738 0.141

利用者１人当たり負担額 0.058 0.352 0.346 0.057

摘要



2 －78 

 

第５ 提言 

 

１．受益者負担の見直し 
公の施設で提供されるサービスは、利用者が選択して享受するものであること

から、自治体はその運営にあたって利用者から適正な費用負担を求めることが必

要である。 
「第４ コスト計算結果および分析」において、利用者の負担割合が 1 割に満

たない三重県立博物館、斎宮歴史博物館、三重県立熊野少年自然の家、三重県生

涯学習センター、三重県営総合競技場及び三重県営鈴鹿スポーツガーデンについ

ては、三重県においても、適正な受益者負担を求めていかなければいけない。特

に、三重県立博物館の入館料は、昭和 39 年の条例改正以来入館料に関する条例が

改正されておらず、他県の博物館の入館料と比較しても安く、三重県立博物館の

実施したアンケート結果においても、利用者自身が適正と考える入館料は平均

126.74 円であり、入館料の値上げにについて県民のコンセンサスは得やすいと思

われる。 
 
２．施設の運用方法の見直し 

施設の運営方法は、そこで行う事業内容によって県の関与程度が異なるが、各

施設の特性に応じて最小の費用で最大の効果が得られる運営方法を追求しなけれ

ばならない。 
例えば、三重県営鈴鹿スポーツガーデンについては、現在財団法人三重県体育

協会に管理を委託しているが、「第４ コスト計算結果」で試算したところに依れ

ば年間の純行政コストが８億円余り掛かっている。一層のコスト削減を進めると

ともに平成15年9月の地方自治法の改正で認められた民間企業への委託を検討す

る余地がある。 
また、実質的に三重県ライフル射撃協会が利用しているだけであり、県が当該

特定団体に委託料を支払って運営している三重県営ライフル射撃場については、

県での運営の廃止、当該団体への適正価格での払い下げを含めた検討が必要であ

る。 
 

３．公有財産及び物品の管理について 
公の施設については、常に安全かつ利用者が利用しやすい状態で管理されてい

なければならない。 
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三重県立博物館をはじめとする老朽化した施設ついては、早急に地震に備え

た安全対策も含めた修繕、改修の必要がある。 

物品については、施設によって管理レベルにばらつきがあった。三重県総合

教育センターでは、ISO9001 を取得し財産管理に必要な規則の整備と遵守に努

め、提供するサービスの向上に努めていた。この点は他の施設も見習いたい。

また、物品の稼動状況を集中管理し、稼動率を向上できるよう、物品管理デー

タの有効活用を進めるとともにインフラの整備が求められる。 

 


